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 RCEPによる関税削減がメンバー国経済に与える影響について、IDE-GSMを用いて推計を行っ

た。2019 年時点の関税率をベースラインとして、RCEP 協定により決められた関税率が 2021

年より利用可能になると仮定した場合、2030年時点で日本の GDPを 0.66%引き上げることが

分かった。日本以外では韓国（0.24%）・中国（0.13%）へのプラス効果が大きい。

 RCEPにインドが加盟したと仮定したシミュレーションでは、実際の RCEPと比較して 2030年

時点でインドの GDPは 0.64%増加した。

 RCEPに日本が加わらなかったと仮定したシミュレーション、中国が加わらなかったと仮定し

たシミュレーションで最もマイナスの影響を受けるのはともに日本で、中国がそれに続いた。

RCEPの経済的メリットの中核は、日中両国が初めてそろう RTAであるということができる。

2020 年 11 月 15 日、日本、中国、韓国、

ASEAN10 カ国、オーストラリア、ニュージーラ

ンドの 15 カ国は地域的な包括的経済連携

（RCEP）協定に署名した。RCEP は 2012 年 11
月に交渉開始が宣言されており、8 年越しの合

意となったが、インドについては 2019 年 11 月

に交渉から離脱し、RCEP への参加は実現しなか

った。

RCEP がカバーする地域は、ASEAN 自由貿易

地域（AFTA）を中心に様々な 2 国間・多国間の

地域貿易協定（RTA）が複雑に重なり合っており、

RCEP がもたらす経済効果に関する詳しい試算

は限られている。ここでは、各国・各地域への

影響をアジア経済研究所の経済地理シミュレー

ションモデル（IDE-GSM）を用いて試算した。

IDE-GSM は企業レベルでの規模の経済を前提

とした空間経済学に基づく計算可能な一般均衡

（CGE）モデルの一種である 1。2007 年よりア

ジア経済研究所で開発が進められ、国際的なイ

ンフラ開発の経済効果分析などに利用されてき

1 IDE-GSM では関税・非関税障壁・輸送費など広義の貿易費用を変更することにより、財の需給や価格、人口や産業集

積の変化を通じて各国・各地域の GDP が変わってくる。ここでは、2030 年時点で分析シナリオとベースライン・シナ

リオとのあいだで国別・地域別・産業別の GDP を比較し、その差分を経済効果とみなしている。モデルやパラメータの

詳細は、熊谷・磯野（2015）を参照。

た。 

ここでは①今回合意した 15 カ国による RCEP
（RCEP15）、②RCEP にインドが加わった場合

（RCEP15+I）、③日本が RCEP に参加しなかっ

た場合（RCEP15-J）、④中国が RCEP に参加しな

かった場合(RCEP15-C)、の 4 とおりのシナリオ

について、経済効果の試算を行った。

シナリオ

RCEP の経済効果についてのシミュレーショ

ンは以下のシナリオに沿って行った。

ベースライン：RCEP が存在しないと仮定し、

各国の関税は基本的に 2019 年時点のものが続

くと仮定（詳しくは後述）。

RCEP15: 15 カ国による RCEP が 2021 年に発

効すると仮定。

RCEP15+I: RCEP にインドが加わり、2021 年

に発効すると仮定。RCEP に加わった場合のイン

ドの関税率については、既にインドと RTA を持
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つ国とのペアの関税はベースライン・シナリオ

のまま推移すると仮定。RCEP がインドとの初め

ての RTA となる国とのペアについては、他の

RTA を参考に関税率を適用 2。 
RCEP15-J: 日本以外の RCEP 加盟国間につい

ては RCEP15 と同様の関税率を適用。日本との

ペアについてはベースライン・シナリオのまま

関税率が推移すると仮定。

RCEP15-C: 中国以外の RCEP 加盟国間につい

ては RCEP15 と同様の関税率を適用。中国との

ペアについてはベースライン・シナリオのまま

関税率が推移すると仮定。

ここでは、RCEP15 シナリオについてはベー

スライン・シナリオと、RCEP15+I、RCEP15-
J、RCEP15-C シナリオについては RCEP15 シナ

リオと 2030 年時点で比較し、各国・各地域の

GDP の差分を RCEP による経済効果とみなし

ている。また、今回の試算は RCEP による関税

の削減効果に絞って行っており、多くの国が

RTA で カ バ ー さ れ る こ と に よ る 累 積

（cumulation）効果や非関税障壁の削減効果

については考慮されていない。

これらのシナリオで用いられている関税デー

タについて詳述しておこう。RCEP により決めら

れた特恵関税率は RCEP の協定書より入手して

いるが、ベースライン・シナリオにおける関税

データは、世界貿易機関（WTO）などにより整

備されている World integrated Trade Solutions
(WITS)や Tariff Analysis Online (TAO)などから

入手している。

RCEP の重要な特徴として、日中間、日韓間を

除くと、全ての国ペアで既に少なくとも 1 つの

RTA が発効していることである。そのため、既

存の RTAによって利用可能になっている関税率

をベースライン・シナリオにおいて考慮してお

くことが重要である。本モデルでは、2019 年ま

での関税率（RTA 特恵税率含む）を取り込んで

いる。ただし、データ制約から、韓国とタイは

2018 年時点、マレーシアは 2014 年時点の関税

率までを含んでいる。

2 中国からインドへの輸出については ASEAN-India RTA におけるインドの 2019 年税率を適用。インドから中国への

輸出については ASEAN-China RTA における中国の 2019 年税率を適用。オーストラリア・ニュージーランドからイン

ドへの輸出については Japan-India RTA におけるインドの 2019 年税率を適用。インドからオーストラリアへの輸出に

ついては Australia-China RTA におけるオーストラリアの 2019 年税率を適用。インドからニュージーランドへの輸出

については China-New Zealand RTA におけるニュージーランドの 2019 年税率を適用。 

ベースライン・シナリオでは、これら最新

年の関税率が、その後もそのまま継続して

課税されると設定している。このことは、既

存の RTA により決められている最新年以降

の関税削減スケジュールは考慮されていな

いことを意味する。一方、RCEP による将来

の関税削減スケジュールは協定書に基づい

て考慮されているため、時間が進むにつれ

て、既存 RTA の特恵税率よりも RCEP 税率

のほうが低くなる可能性が高まることに注

意すべきである。

この既存 RTA による段階的関税削減を原

因とし、本シミュレーション分析による

RCEP の経済効果はわずかながら過大評価

されていることになる。しかしながら、既存

の RTA による段階的関税削減はおろか、

2019 年時点の関税率までを反映させたも

とで、RCEP の経済効果を分析したものは存

在しないため、既存の分析結果よりは精緻

なものと考える。 

推計結果 

表 1 は RCEP15 の経済効果を産業別・国・

地域別に示したものである。GDP 比でみた

場合、RCEP15 から最も利益を得るのは日本

（0.66%）で、韓国（0.24%）、中国（0.13%）

が続く。これは、日中間、日韓間には RTA が

存在していなかったため、RCEP によってこ

れらの国ペアがカバーされることのメリッ

トが大きいためである。産業別にみると、日

本は繊維（3.01%）・その他製造業（2.28%）・

食品加工（1.29%）のメリットが大きくなっ

ている。

図 1 は RCEP15 の地域別の経済効果をベー

スラインとの比較で地図上で示したものである。細

かく見ていくと、例えばベトナムについては、北部

の経済効果が全般的に南部よりも大きくなってい

るなど、一国の中でも経済効果に濃淡があること

が読み取れる。

本報告の内容や意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式見解を示すものではありません。
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表 1 RCEP15 の経済効果（2030 年、ベースラインと

の比較）

（出所）IDE-GSM による試算。 

図 1 RCEP15 の経済効果（2030 年、ベースラインと

の比較）

（出所）IDE-GSM による試算。地図の作成には磯野生

茂研究員の協力を得た。

表 2 はインドが加盟したと仮定した RCEP15+I
の経済効果を RCEP15 との比較でみたものである。 

RCEP へのインドの加盟で最も利益を得るのはインド

（0.64%）で、オーストラリア（0.16%）、ニュージーラン

ド（0.18%）、中国（0.09%）が大きなメリットを受

ける。これは、インドとこれら 3 カ国の間に現状では

RTA が存在しないためである。産業別に見ると、イ

ンドについてはその他製造業（1.90%）、繊維・衣料

（1.31%）、自動車（1.05%）が大きなメリットを享受

することが分かる。

表 2 RCEP15+I の経済効果（2030 年、RCEP15 との比

較）

（出所）IDE-GSM による試算。 

表 3 は現状の RCEP15 に日本が加わらな

かったと仮定した場合の影響を、RCEP15 と

の比較において示したものである。日本が最

も大きなマイナスの影響を受け（ -0.65%）、中

国がそれに続く（ -0.11%）。韓国については、

RCEP から外れる日本に対して対中貿易で優

位になるため、マイナス幅が小さくなってい

ると考えられる。

表 3 RCEP15-J の経済効果（2030 年、RCEP15 との比較）  

（出所）IDE-GSM による試算。 

表 4 は現状の RCEP15 に中国が加わらなか

ったと仮定した場合の影響を、RCEP15 との比

較において示したものである。最も大きなマイ

ナスを受けるのは日本（-0.64%）で、韓国（-
0.20%）、中国（-0.13%）と続く。中国が加わら

ないことで、日中韓がカバーされる RTA であ

るという RCEP のメリットの殆どが失われて

しまうことが分かる。
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表 4 RCEP15-C の経済効果（2030年、RCEP15との比較） 

（出所）IDE-GSM による試算。 

まとめ 

関税削減効果のみをみた場合でも、日本は

RCEP からかなり大きなメリットを得られるこ

とが分かる。また、韓国、中国についても RCEP
の経済効果が大きい。

インドについては、IDE-GSM による試算に基

づけば RCEP に加盟すれば経済的なメリットは

大きかったと考えられる。インドの RCEP への

参加は結局実現しなかったが、これは経済的な

利害に基づく判断というよりも、国内の政治的

な状況に加え中印関係の悪化も含めた政治的な

判断（椎野[2020]）であったと考えるのが妥当

であろう。

RCEP に日本か中国のどちらかが加わらなか

ったと仮定した場合、離脱した国がマイナスの

影響を受けるだけでなく、RCEP に残った他方の

1 国にとっても RCEP のメリットはかなり小さ

くなる。関税削減の面から見れば、日中両国が

初めてそろう RTA であることが RCEP のメリッ

トの中核であるということができる。
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